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令和５年第１回定例会（令和５年３月２０日） 

 

予算決算特別委員会委員長 （荒金 卓雄 委員長） 

 

予算決算特別委員会は、去る３月１日の本会議において、付託を受けました

『議第７号 令和５年度別府市一般会計予算』など予算議案９件及び、『議第

１８号 別府市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について』など条

例議案１０件の計１９議案について、３月８日及び９日の２日間にわたり委員

会を開会し、会派代表者質疑及び個人質疑において、慎重な審査を行いました

ので、当委員会での意見と審査結果について、ご報告をいたします。 

はじめに、『議第７号 令和５年度別府市一般会計予算』についてでありま

す。 

当初予算編成方針等について、当局から、一般会計においては、令和５年度

は統一地方選挙を控えているため、いわゆる骨格予算ではあるが、継続中の学

校給食共同調理場建替事業、小中学校等体育館空調整備事業及び総合体育館改

修事業といった大型事業を計上したことから、前年度と比較して、５．４％増

の５８８億４千万円と過去最大の予算規模となった旨の説明があった。 

歳入については、令和２年度・３年度とコロナ禍の影響で落ち込んでいた市

税が、令和４年度は１４０億円台に回復する見込みであり、ウイズコロナへの

移行に伴う経済社会活動の正常化の動きが進みつつある中、令和５年度もまた、

固定資産税が約２億６千２百万円、個人市民税が約４千５百万円、入湯税は約

９千万円の増収が見込まれており、市税全体として、前年度比約４億８千２百

万円（３．４％）の増加が見込まれている。 

地方交付税は、国の地方財政対策により前年度比約４億１千万円（４．０％）

の増加、湯のまち別府ふるさと応援寄附金は、２億円増加の１０億７百万円が

見込まれている。 

市債は、大型事業の実施により２４億円（８４．１％）の増加が見込まれて

いるが、過去の経済対策等の実施に伴う地方債の償還が令和４年度をピークに

減少していく傾向にあり、全体として大きな影響はないとの見込みである。 

しかしながら、公債費の増加は将来にわたる財政負担となり、市民の不安感

につながるものであること、また、社会情勢は今後も厳しい状況であることが

予想されることから、常に財政規律を意識し、後年度の財政運営に支障をきた

さないよう適切に管理することを強く要望する。 

歳出全般については、学校給食共同調理場建替事業、総合体育館改修事業、

美術館や小中学校等体育館の空調整備事業等、教育費において対前年度９５．

３％の増加が見込まれている。これらは、施設の老朽化や近年の猛暑対策とし
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て実施されるものであり、また、国庫支出金、公共施設再編整備基金、交付税

措置のある緊急防災・減災事業債を活用し、一般財源を極力抑えて計上されて

いるとのことではあるが、財政運営にあたっては、常に適切で緊張感を持った

取り組みを行うよう求めるものである。 

 

また、歳出における個別事業については、 

消防団運営交付金において、消防団の運営に要する経費の一部に対し、健全

な運営及び消防団活動の推進・発展に寄与するため、団員１人につき、年間３

千円の交付金を支給するものであるが、新たな制度であることや、各分団に申

請の手続きが生じてくることから、制度の周知のみならず運用の支援に努める

こと。 

 消防団の施設維持管理に要する経費では、第３分団の格納庫の移転に要する

経費が１千７百万円計上されている。火災やあらゆる災害において、消防団の

活動・活躍は不可欠であり、市民の安全確保に努めるために必要な施策等は、

これを積極的に行うこと。 

 持続可能な温泉資源活用に要する経費では、現状を的確に把握し、有識者等

と十分議論しながら、「温泉マネジメント計画」の策定を進めることを要望す

る。 

子どもの貧困対策に要する経費では、子ども食堂などへの補助金については、

趣旨を踏まえた団体の選定、事業内容等の精査を行い、形骸的な制度にならな

いよう努めること。 

出産・子育て応援給付金に要する経費では、コロナ禍において増大した職員

の負担を鑑み、正規職員を配置するなど必要に応じた人員の確保を要望する。 

不登校児童生徒支援に要する経費では、専門的なスキルをもった支援員の確

保に努めるとともに、継続雇用を可能とする環境の整備を求める。 

議第３２号 国民健康保険税条例の一部改正では、広域化による国保財政の

安定や物価高騰等による厳しい社会情勢を受け、被保険者の所得割率を０．５％

引下げ９．３％に、均等割額を２，０００円引下げ、２５，２００円としたこ

とは適切なものと評価する。 

 

以上１９件の議案に対し委員からさまざまな意見、要望がなされた次第であ

ります。 

採決におきましては、『議第７号 令和５年度別府市一般会計予算』、『議

第８号 令和５年度別府市国民健康保険事業特別会計予算』、『議第１２号 令

和５年度別府市介護保険事業特別会計予算』の３件について、一部の委員から

反対する旨の意思表示がなされましたが、賛成多数で、原案のとおり可決すべ
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きものと決定いたしました。 

また、『議第９号』から『議第１１号』及び『議第１３号』から『議第１５

号』までの６件の予算議案、『議第１８号』及び『議第１９号』、『議第２１

号』から『議第２３号』、『議第２５号』及び『議第２６号』、『議第３１号』、

『議第３２号』及び『議第３５条』の１０件の条例議案をあわせた１６議案に

つきましては、全員異議なく原案のとおり可決すべきものと決定した次第であ

ります。 

最後に、当局におかれましては、今後とも「決算認定審査意見書」及び委員

長報告を尊重した予算編成、予算執行を心掛けるとともに、経常収支比率の改

善、基金残高の確保に努めるなど、持続可能な財政運営を行うことを求めます。 

また、決算審査と予算審議の循環性を高め、予算審議の充実を図るため、令

和６年度の予算審議における説明資料では、「決算認定審査意見書」に対する

取り組み、及び審議に必要と認められる資料の提供、並びに今後とも議会に対

する丁寧な説明の実施と議会審議の充実への協力を要望するものであります。 

コロナ禍の及ぼした影響も残る中、急激な物価高騰等により市政運営は、依

然厳しい状況が続くと思いますが、「議会」と「執行部」が、互いの役割を自

覚・尊重し、適度な距離を保ちつつ議論することで、効果的な行政運営が行わ

れ、真の「公共の福祉」の実現につながるものと確信しております。 

以上で、当委員会に付託を受けました議案１９件に対する意見と審査結果の

報告を終わります。 

何とぞ、議員各位のご賛同をお願いいたします。 

 


